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津波浸水想定が設定されたことにより地域の資産などの空間分布は徐々に変化しているとみられる．

そこで本研究では地域への影響として地価に着目し，浸水想定区域指定が地価に及ぼした影響を分析し

たうえで，その影響の大きさが地域性などとどのように関係しているのかを明らかにする．分析方法と

しては，傾向スコアマッチングを行い，地価形成要因の影響を除いたうえで差分の差分析を行い，津波

浸水想定区域指定による処置効果を求める．分析の結果として，都市部，観光地は受けた影響が小さく，

沿岸部や都心から離れた地域は受けた影響が大きいと分かった．  
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1.  はじめに 

 

2011 年 12 月に制定された津波防災地域づくりに関す

る法律 1)では，二つのレベル（L1，L2）の津波を想定し

た防災の方針が打ち出された．L1 は海岸堤防の建設に

おいて設定する津波，L2 は海岸保全施設だけでなく，

まちづくりと避難をあわせた総合的防災対策において設

定する津波である．この考え方は全国の津波対策で採用

され，各地で L2 に相当する津波浸水想定が設定された．

沿岸の自治体では「津波災害警戒区域」などの指定や推

進計画等が進められており，地域の資産などの空間分布

も変化しているとみられる．本研究では，それらの地域

への影響として，地価公示価格に着目する．地価公示 2)

とは，地価公示法に基づき，国土交通省土地鑑定委員会

が一般の土地の取引価格の指標とするため，都市計画区

域等における標準地を選定して，毎年 1 月 1 日時点の

1𝑚2当たりの正常な価格を判定し公示するものであり，

地価公示によって定められた価格が地価公示価格（以下，

「地価」と表記）である．ここにおいて正常な価格とは

土地の市場価値を適切に表示した価格のことを指す． 

 災害リスクと地価の関係性に関しては，特定の地域に

着目した既往の知見がある．羽鳥ら 3)によると名古屋市

では 2000 年から 2013 年に発生した豪雨による実際の被

害区域よりも浸水想定区域のほうが地価に与える影響が

大きいことがわかった．また，浸水想定区域の中でも過

去に被害経験がない区域は浸水想定区域に指定された後，

地価がより大きく下落することがわかった．岩橋ら 4)の

研究によると奈良県大和川流域では水害経験回数より，

浸水深のほうが地価に与える影響が大きいことがわかっ

た．これらの研究から，豪雨や洪水などの水災害の浸水

想定は地価に影響を与えていることが明らかになった．  

 これらの研究は比較的発生頻度が高い河川の洪水リス

クが対象であるが，津波災害における L2 への対策によ

る地域への影響の評価についてはまだ例がない．本研究

では、津波浸水想定区域指定による地域への影響として

地価に着目し，地価にもたらす影響を明らかにしたうえ

で、災害の種類や頻度，規模が異なる場合に地価への影

響にも違いがみられるか先行研究を踏まえて考察する． 

 

2.  分析方法 

 

(1)  欠損データとその補完方法 

津波浸水想定区域に指定されたことによる地価への影

響を求めるうえで，地域によって標高や土地利用など，

浸水の有無にかかわる地域属性が異なるため，浸水の有

無で地価を単純比較すると地域属性による地価の変化を

考慮することができない．そこで，同じ地点において浸

水想定区域に指定された場合（以下，「浸水あり」と表
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記）と指定されていない場合（以下，「浸水なし」と表

記）の結果を比べる必要があるが，ある地点が浸水あり

の場合，その地点が浸水なしだった場合の反実仮想にお

ける地価データは必然的に欠損する．本研究では，この

欠損を傾向スコアマッチングによって補完することで，

比較できるようにする． 

 

(2)  傾向スコアマッチング 

傾向スコア5)とは，第i対象者の共変量を𝑥𝑖を条件づけ

た時に第 i 対象者が介入群に割り当てられる（𝑧𝑖 = 1と

なる）確率𝑒𝑖のことである．本研究では i は地価データ

のある個別の地点，𝑥𝑖が浸水の有無と地価に影響を与え

る共変量，𝑧 = 1が浸水ありの地域，𝑧 = 0が浸水なし

の地域としたときに，共変量を条件づけたときに地点 i

が𝑧 = 1の群へ割り当てられる確率𝑒𝑖のことである． 

本研究では，𝑛個の共変量 𝒙 = (𝑥1, 𝑥2, … 𝑥𝑖 , … , 𝑥𝑛)を

説明変数，浸水の有無を被説明変数としたロジスティッ

ク回帰式𝜶𝒙𝑻によって傾向スコアを推定する．回帰の結

果にリンク関数にロジット関数を適用することで，処置

群に割り当てられる確率，すなわち式(1)の傾向スコア

となる．洪水リスクを対象とした既往研究 4)では原因変

数を水害リスク（水害経験回数や浸水深），結果変数を

地価とし，ヘドニックアプローチを用いて分析を行って

いるが，本研究は原因変数が浸水の有無という二値変数

であるためロジスティック回帰を用いる． 

𝑝(𝑧𝑖 = 1|𝑥𝑖) = 𝑒𝑖 =
1

1 + 𝑒𝑥𝑝(−𝜶𝒙𝑻) (1)  

共変量の係数パラメータ𝜶 = (𝑎1, 𝑎2, . . , 𝑎𝑛)は各共変

量が浸水の有無に作用する効果の大きさを表している．

傾向スコアが近い処置群の地点と対照群の地点は，浸水

ありに割り当てられる確率が近いため，2 群をペアとし

浸水の有無の割り当てがランダムに行われたとみなすこ

とができ，欠損しているデータを補完することができる．  

織田澤ら 6)によると傾向スコアは複数の共変量を一つ

に集約した値であるため，傾向スコアを用いた推定法は

不適切な属性を共変量として加えるなどして，モデルの

設定を誤ったとしてもセレクションバイアスが小さく推

定結果に大きなずれが生じない．したがって，様々な属

性の影響を受けていると考えられる浸水の有無での処置

群と対照群をマッチングする際には傾向スコアを用いる

ことでモデルの誤設定を防ぐことができる．傾向スコア

による欠点は，処置群における処置効果しか推定されず，

欠損している結果変数の周辺期待値を推定することがで

きない点や，処置群と対照群で分析対象の数に偏りがあ

る場合，分析対象の数が多いほうのデータの数多くが利

用されずに無駄になるという点がある． 

(3)  差分の差分分析  

 本研究では，浸水の有無（原因変数）が，地価（結果

変数）に与えた処置効果（図-1）を差分の差分法

（DID：Difference-in-Differences）によって推定し，地域間

の処置効果の差を分析する．差分の差分分析（図-2）と

は，「処置群（浸水あり）における浸水区域発表前後の

結果変数の差（B2-B1）」と「対照群（浸水なし）にお

ける浸水区域発表前後の結果変数の差（A2-A1）」の差

を求めることで浸水区域発表による処置効果（（B2-B1）

－（A2-A1））を求める分析である．今回の分析で扱う

地価のように時間的に変化する変量について，その変化

の具合が変わったかどうかを明らかにすることが出来る． 

 また，差分の差分法でもとめられた値を処置効果とみ

なすには，分析するデータが次の二つの仮定を満たした

している必要がある．一つ目の仮定は共通ショックであ

る．共通ショックとは，処置群と対照群のどちらかのみ

に生じた，浸水区域指定以外の別の政策やイベントがな

いことを示す仮定である．もし，介入の前後で一方のみ

に生じたイベントがある場合，トレンドの変化が介入に

よるものなのか，それとも外生的なショック（別の処置）

によるものかが判別できない．両群ともに共通のショッ

ク（COVID-19 による外出自粛など）を受けているので

あれば，共通ショック仮定は満たされる． 

二つ目の仮定は平行トレンドである．平行トレンドと

は，処置が行われなかった時，対照群と処置群の地価の

 

図-1 変数の関係図 

 

 

図-2 浸水区域発表の処置効果 
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推移が平行になるというものである．図-2において浸水

区域発表が行われなかったとき，地価の推移が B1と B3

の傾きと一致する場合，この仮定が成立するといえる．

もし，浸水区域発表以前から地価の推移が処置群と対照

群で異なる場合平行トレンドを満たさない．また，平行

トレンドを満たすためには処置群と対照群が互いに類似

している必要があるが，これは傾向スコアマッチングに

よって処置群に割り当てられる確率が近くなるように調

整した．しかし，マッチングしたペアの浸水区域発表以

前の地価の推移を完全に一致させることは難しく，平行

トレンド仮定を満たすことにはまだ課題が残る． 

 

3.  分析対象と使用データ 

 

 原因変数は，浸水の有無をダミー変数で表したもので

浸水ありを𝑧 = 1，浸水なしを𝑧 = 0とした．結果変数

は国土数値情報ダウンロードサービス 7)から入手した

2020年の公示地価を用いる．この公示地価のデータは全

都道府県で 25,993地点分あり，例えば北海道札幌市中央

区双子山 2-3-12のように各地点の住居表示データが含ま

れている．また，処置効果を求める際に原因変数と結果

変数の両方に影響を与える共変量の影響によって，原因

変数が結果変数に与えた純粋な処置効果が測れない場合

がある．それを防ぐため浸水想定区域の条件以外は変化

していないことが求められる．したがって，前年から駅

からの距離や用途区分の変化がないデータを抽出し標準

地が変更していないポイントのみを分析に用いた．原因

変数として用いる浸水想定区域のデータは，情報提供不 

可の秋田県，新潟県，愛知県，和歌山県，岡山県，香川

県と 2017 年に浸水域が公表された北海道，石川県，岐

阜県，島根県と 2018 年に浸水域が公表された千葉県，

鳥取県のデータは 2020 年と直近であり，地価への影響

が出ていないと考えられるため分析対象から除いた．分

析に用いた都道府県は35都道府県（表-1）である．共変

量の候補となるデータは表-2のとおりである． 

 

4.  平行トレンド仮定を満たす対照群の検討 

 

(1)   地価（結果変数）の推移の分析 

 都道府県全体の地価の推移を見ることで，全国で地価

が経済や災害などの影響を受けていないか分析する． 

 都道府県ごとの 2007 年から 2020 年の公示地価の平均

の推移は図-3から図-5のとおりである．グラフの形が下

に凸になっており，2012年，2013年が最低価格となって

いる都道府県（図-3）が，宮城県，福島県，埼玉県，滋

賀県，奈良県，長崎県，熊本県，大分県である．公示地

価の平均の推移が右下がりになっている都道府県（図-4）

は青森県，岩手県，山形県，茨城県，栃木県，群馬県，

富山県，福井県，山梨県，長野県，静岡県，三重県，山

口県，徳島県，愛媛県，高知県，佐賀県，宮崎県，鹿児

島県である．公示地価の平均の推移が右上がりになって

いる都道府県（図-5）は東京都，神奈川県，京都府，大

表-1 分析対象の都道府県 

分析対象の

都道府県 

青森県，岩手県，宮城県，山形県，

福島県，茨城県，栃木県，群馬県，

埼玉県，東京都，神奈川県，富山

県，福井県，山梨県，長野県，静岡

県，三重県，滋賀県，京都府，大阪

府，兵庫県，奈良県，広島県，山口

県，徳島県，愛媛県，高知県，福岡

県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分

県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県 

分析対象か

ら除いた都

道府県 

北海道，秋田県，千葉県，新潟県，

石川県，岐阜県，愛知県，和歌山

県，鳥取県，岡山県，香川県 

 

表-2 分析に用いた変数 

原因変数 浸水の有無 

結果変数 地価公示価格 

共変量の候

補 

地積，ガス水道の有無，駅からの距

離，建ぺい率，容積率，人口増減

率，平均年齢，各産業就業者割合，

昼夜間人口比率，標高，土地用途区

分，都市計画区分 

 
図-3 下に凸の都道府県の例 

 
図-4 右下がりの都道府県の例 

 
図-5 右上がりの都道府県の例 
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阪府，広島県，福岡県，沖縄県となっている． 

図-3 や図-5 で 2008 年から地価が大幅に下落した原因

は上野 8)によると首都圏ではリーマンショックの影響を

受けたと言われているが，首都圏だけでなく大阪府，福

岡県などの主要都市圏やその近郊の埼玉県，神奈川県，

奈良県，京都府，兵庫県，静岡県，滋賀県においてリー

マンショックの影響を受けたと考えられる．このように

地価は経済の動向の影響を受け変動することがわかる． 

以上の結果から主に大都市圏や観光地は公示地価が右

上がりになっており，これらの地域は災害などの影響を

受けにくいのではないかと考えられる．また，共変量選

択において，大都市圏であることや観光地であることを

表すダミー変数を用いる必要があると考えられる． 

 

(2)  ランダム化に用いる共変量の選択  

処置群と対照群の比較によって処置効果を求めるため

には，浸水の有無の割り当てがランダムに行われたとみ

なせるようにデータを調整する必要がある．そこで，浸

水の有無（原因）と地価（結果）の因果関係に影響を及

ぼすような地域の属性を共変量として考慮する． 

伊東ら 9)は地価形成要因に駅からの距離，地積，容積

率，ガス下水整備の有無を加え，肥田野ら 10)は商業地の

地価形成要因に，交通利便性，実行容積率，周辺環境を

加えた．これらの既往研究をふまえ，本研究では，駅か

らの距離，地積，容積率，ガスの有無，下水の有無を浸

水の有無に影響を与える属性として加えることとした． 

また，地域の特徴を表す属性として人口増減率，平均年

齢，各産業就業者割合，昼夜間人口比率を，浸水の有無

に影響を与える属性として標高を加えた．奥平 11)による

と都市域の地価は社会資本の整備，周辺環境の変化が地

価の変動をもたらすとされているため，共変量に土地用

途区分と都市計画区分を加えた． 

 各共変量と地価の散布図を作成し，相関を調べた結果

を図-6に示す．共変量の値が大きくなると地価が下がる

ものは地積，駅からの距離，標高，第一次・第二次産業

就業者割合である．共変量の値が大きくなると地価が上

がるものは建ぺい率，容積率，人口増減率，第三次産業

就業者割合，昼夜間人口比率である．ガスと下水の有無

に関してはガスと下水があると地価が上がり，平均年齢

が 40 代中盤の地域に属する地点において，地価が高い

ことがわかる． 

 

(3) ロジスティック回帰モデルの検討 

 共変量の組み合わせについて複数パターンのロジステ

ィック回帰を試した．モデルの予測の良さを表すAICを

用いて選択した最適なモデルの結果を表-3に示す．下水

の有無，第一種中高層住居専用地域，工業専用地域，防

火地域が比較的係数が小さく，各産業就業者割合が比較

的係数が大きい結果となった．第一種中高層住居専用地

域はマンションが多く，防火地域は住宅が密集している

地域に当てはまる．多くの人が住む地域が浸水なしの地

域になるのは妥当であると考えられる．また，多くの人

が住んでいることから，下水施設が整っていることも考

えられる．工業専用地域は工場が多く立地しているため，

津波による甚大な被害を避けるために浸水なしの地域に

多く立地していると考えられる．  

 

図-6共変量と地価の関係 
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5. 因果効果の推定結果  

 

(1)  傾向スコアマッチングによる分析結果 

表-3で求めた回帰式にデータを当てはめることで傾向

スコアを算出してマッチングを行ったところ，558 組の

ペアができた．表-4にマッチングしたペアの例を示す． 

 

(2)  差分の差分分析による結果と考察  

 差分の差分析を行い，ペアごとの処置効果を求めた．

都道府県ごとに処置効果を箱ひげ図にしたところ，中央

値が負の値を取り，浸水区域発表による処置効果が見ら

れた地点が多い都道府県は， 青森県，山形県，茨城県，

静岡県，三重県，山口県，徳島県，愛媛県，高知県，佐

賀県，長崎県，大分県，宮崎県，鹿児島県である．中央

値が正の値を取った都道府県は神奈川県，大阪府，広島

県，福岡県，沖縄県である．これらの結果から，大都市

圏や観光地では，浸水区域として指定されているにもか 

かわらず処置効果が低い，つまり地価のトレンドにおい

て，以前より下落率が拡大することはなかったと言える． 

 図-8 から図-13 においては全国の処置効果の分布を青

表-3 ロジスティック回帰の結果（共変量の候補の中で有意な共変量のみ） 

 係数 標準誤差 z値 p値 

切片* -450.190 98.874 -4.553 5.290× 10−6 

ガスの有無* -0.375 0.153 -2.442 0.015 

下水の有無* -0.947 0.176 -5.394 6.880× 10−8 

建ぺい率* 2.862× 10−2 1.305× 10−2 4.191 2.780× 10−5 

人口増減率* -3.880× 10−2 1.789× 10−2 -2.168 0.030 

平均年齢* 0.109 3.326× 10−2 3.269 0.001 

第一次産業就業者割合* 4.431 0.986 4.493 7.020× 10−6 

第二次産業就業者割合* 4.418 0.987 4.478 7.530× 10−6 

第三次産業就業者割合* 4.450 0.987 4.507 6.570× 10−6 

標高* -0.260 1.510× 10−2 -17.249 2.000× 10−16 

第一種中高層住居専用地域* -0.822 0.219 -3.760 1.700× 10−4 

工業専用地域* -1.334 0.421 -3.169 0.002 

防火地域* -0.358 0.157 -2.285 0.022 

準防火地域* -0.437 0.222 -1.967 0.049 

市街化区域* 0.449 0.204 2.201 0.028 

 

表-4マッチングしたペアの一例 

処置群 対照群 

青森県 青森市造道２－８－２ 愛媛県 新居浜市徳常町８－４１ 

神奈川県 横浜市西区楠町１８番３ 埼玉県 戸田市新曽南２－４－１７ 

静岡県 下田市東中１０－１２ 三重県 四日市市諏訪栄町１３－２ 

大阪府 大阪市北区小松原町４－５ 広島県 尾道市栗原西１－７－１０ 

広島県 広島市中区上幟町３－２４ 福岡県 福岡市早良区西新４－９－１３ 

 

図-7 各都道府県の処置効果 
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色（地価が上昇）と赤色（処置効果あり）で表示した． 

 神奈川県（図-8）では，三浦半島では処置効果が見ら

れるが，横浜市では処置効果が出ておらず地価が上がっ

ている地点が多い．大阪府（図-9）では，沿岸からの距

離が近い地点は処置効果が高く，大阪市中心 6区（中央

区，北区，西区，福島区，天王寺区，浪速区）に含まれ

る地点は処置効果が見られない地点が多い．広島県では，

東部（図-10）の福山市，尾道市，三原市，竹原市にお

いて処置効果が高い地点が多く，西部の広島市付近（図

-11）において処置効果が見られない地点が多い．徳島

県（図-12）においては顕著な特徴がみられず処置効果

が高い地点と低い地点が混在している．高知県（図-13）

をはじめ，愛媛県，宮崎県では処置効果が見られない地

点もあるものの，ほかの都道府県と比べて処置効果が高

い地点が多いことがわかった． 

横浜市，大阪市中心部，広島市において処置効果がみ

られないことから政令指定都市は処置効果が出にくいの

ではないかと考えられる．住吉ら 12)の研究で自然災害の

リスクは地価に反映されるほど社会的に認知されている

とは言い難く，人が暮らすうえでの快適性や利便性には

遠く及ばないと述べられているが，本研究でも横浜市，

大阪市中心部，広島市の政令指定都市において処置効果

が出にくいのはそのような理由が考えられる． 

 また，処置効果が一番大きい地点が高知県高知市高須

新町 2-11-18の-147,321円であり，高知県においてはその

他の地点も処置効果が大きい．この理由に関しては高知

県において南海トラフ地震対策行動計画が何度も更新さ

れたり，黒潮町が「日本で最も高い津波が来る町」と言

われることで住民の防災意識が高まり，処置効果が高ま

ったのではないのかと考えられる． 

6.  まとめ 

 

 本研究では，津波浸水想定区域が発表されたことで地

価が下がる地域があることを示した． また，特に処置

効果が高かった地域では住民の防災意識を高める有効な

災害対策を行っていたと考えられるため，地方部であり

ながら処置効果が出なかった地域において，処置効果が

高く出た地域の政策や災害対策を参考にすることで防災

まちづくりに役立つのではないかと考えられる． 

しかし，今回の分析において回帰モデルを作成する際

に，浸水の有無に関係する共変量を，既往研究で地価形

成要因としてあげられていたものを用いたが，浸水の有

無との関係は十分考慮できなかった．今後，回帰モデル

の作成において共変量を用いる際に浸水の有無という観

点からもアプローチをする必要がある．  
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